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研究要旨 本研究は、日本における高齢がん患者の治療・療養・介護に関す

る課題を多面的に把握し、地域や患者特性に応じた支援体制の提言と、その

実装に資する支援モデルの構築を目的として実施した。高齢がん患者では、

認知機能低下、独居、経済的困難、家族支援不足などの社会的脆弱性が重複

して存在することが知られている。しかし、現行のがん診療体制では、こう

した社会的脆弱性が診断時に十分把握されておらず、治療開始後に問題が顕

在化し、支援困難や退院困難につながる事例が少なくない。 

本研究では、①医療・介護現場における質的調査、②高齢がん患者・家族への

インタビュー調査、③NDB および介護 DB を活用した全国規模の実態分析、④

社会倫理的視点からの検討、⑤欧州諸国における「忘れられる権利」に関す

る国際比較研究を統合的に実施した。 

質的調査では、高齢がん患者の支援上の課題として、医療・介護調整の困難、

経済的問題、住まい・療養場所の不適合、支援者・家族の問題、死後の事務手

続き、認知機能低下に伴う手続き困難など、多面的かつ複合的な課題が明ら

かとなった。また、高齢がん患者・家族へのインタビューでは、認知機能低下

による自己調整能力の低下が生活維持を困難にし、家族が生活管理者、制度

調整者、意思決定支援者として多重役割を担っている実態が示された。 

全国データベース解析では、死亡前 30 日以内の ICU 入室や心肺蘇生が一定割

合で実施される一方、在宅療養期間は短く、要介護認定や介護保険サービス

利用が病状進行後に開始される傾向が明らかとなった。また、介護認定後 12

か月以内の死亡割合が高いことから、介護支援導入が十分早期化されていな

い可能性が示唆された。 

これらの研究成果を踏まえ、本研究では、高齢がん患者の診断時から社会的

脆弱性を抽出し、意思決定支援および療養生活支援へつなげるための提言を

まとめた。高齢がん患者の尊厳ある療養生活を支えるための、医療・介護・福

祉・倫理を横断した包括的支援体制の構築が重要である。 

 

提言： 

• 高齢がん患者の支援上の課題は、①医療と介護の調整、②経済的問題・

金銭管理、③住まいと療養場所の調整、④支援者、⑤死後の事務手続

の課題である 

• 高齢がん患者を支援する多職種連携の課題は、「情報の活用構造」の

問題である 

• 情報を利活用できる簡便な構造を作り、「連携を具体化する」ことが

課題解決に資する 
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A．研究目的 
  高齢がん患者は、認知機能低下、身体機

能低下、独居、経済的困難、家族支援不足な

ど、複数の社会的脆弱性を有していることが

知られている。高齢がん患者の約 47％に併存

症、42％に身体・精神機能低下、30％に独居あ

るいは高齢夫婦世帯などの社会的課題が存在

するとされており、高齢化の進展に伴い、こ

うした複合的課題を抱える患者は今後さらに

増加すると考えられる。 

高齢がん患者では、治療継続や療養生活を支

える上で、医療のみならず介護・福祉との連

携が不可欠である。しかし、現実には介護ニ

ーズが高いにもかかわらず、適切な支援につ

ながっていない患者が少なくない。われわれ

は先行研究において、死亡前 6 か月間に介護

保険を利用していた割合が、がん患者では

56.6％にとどまることを明らかにした。また、

介護保険制度の運用が十分周知されていない

地域が存在することや、ストマ等の医療処置

に対応できないため介護施設利用が困難とな

る事例など、医療・介護の連携不足も指摘さ

れている。 

さらに、高齢がん患者では、認知機能低下や

社会的脆弱性を背景として、意思決定支援が

困難となる場合が多い。治療開始後に社会的

問題が発覚することで、治療方針の混乱、退

院調整困難、不適切な長期入院などが生じ、

患者・家族のみならず医療者側の負担増大に

もつながっている。 

一方、現行の高齢者機能評価（GA: Geriatric 

Assessment）では、認知機能や身体機能の評価

は行われているものの、社会的脆弱性や支援

体制を実装可能な形で把握する仕組みは十分

ではない。そのため、診断時から社会的脆弱

性を抽出し、支援困難リスクを早期に把握し

て、相談支援センターや介護・福祉資源へ接

続する実装可能なツールが必要である。 

こうした背景から、本研究では、全国レベル

のビッグデータ分析、医療・介護現場への質

的調査、患者・家族体験調査、社会倫理的分

析、国際比較研究を組み合わせ、高齢がん患

者の治療・療養生活を支える包括的支援モデ

ルの基盤を構築することを目的とした。また、

研究成果を基盤として、診断時から社会的脆

弱性を抽出し意思決定支援へつなげる「標準

フォーマット」および支援導入のための研修

パッケージ開発に向けた基礎資料を整備する

ことを目指した。 

 

 

B．研究方法 
 1．医療・介護現場における質的調査 

医療ソーシャルワーカー、看護師、介護支援

専門員らを対象として、フォーカスグループ

インタビューおよび半構造化インタビューを

実施した。対象者は、がん診療連携拠点病院、

在宅療養支援診療所、地域支援機関等で高齢

がん患者支援に携わる専門職とした。 

インタビューでは、以下の項目について検討

を行った。 

・高齢がん患者の治療・療養生活支援におけ

る困難 

・医療・介護・福祉制度との調整上の問題 

・認知症および認知機能低下に伴う意思決定

支援 

・セルフネグレクトへの対応 

・家族支援および支援者調整 

・死後支援および死後事務 

・VSED 等を含む倫理的課題 

得られたデータは逐語録化し、質的帰納的分

析を行った。 

 

2．高齢がん患者・家族への質的調査 

高齢がん患者 31 名および介護者 28 名を対象

として、療養生活および治療継続に関する体

験について半構造化インタビューを実施した。 

分析では、患者・家族が経験する生活上の困

難、介護保険利用、経済的問題、住まいの問
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題、支援者負担、意思決定支援に関する体験

を抽出し、カテゴリー化を行った。 

 

3．NDB および介護 DB を活用した全国実態分

析 

2018 年 4 月から 2022 年 3 月までに悪性腫瘍

の傷病名が初めて付与された患者、あるいは

2018年 4月から 2021年 3 月に死亡した 65歳

以上のがん患者を対象として、NDB（National 

Database）および介護 DB を用いた後方視的コ

ホート研究を実施した。 

主な評価項目は以下とした。 

・要介護認定の新規申請率 

・要介護認定から死亡までの期間 

・死亡前 30 日間の積極的医療（ICU、CPR 等） 

・在宅療養日数 

・医療費・介護費 

・訪問看護利用状況 

 

4．社会倫理的検討 

文献レビューおよび研究班内討議を通じて、

高齢がん患者支援における社会倫理的課題を

整理した。 

特に、以下のテーマについて検討した。 

・セルフネグレクトと介入の正当化 

・死後支援および遺骨・埋葬問題 

・VSED 等、死期を早める要望への対応 

・自律概念の再検討 

 

5．国際制度比較 

EU 加盟国を対象として、「忘れられる権利

（Right to be Forgotten）」に関する法制度

および自主規制について調査を行った。 

あわせて、がんサバイバー概念の変化、金融

差別への対応、社会的包摂に関する政策的動

向について検討した。 

 

6．提言の検討 

研究成果を基盤として、診断時から社会的脆

弱性を把握し、改善と社会実装の概念を整理

した。 

 

  
（倫理面への配慮） 

本研究は「人を対象とする生命科学・医学系

研究に関する倫理指針」を遵守して実施した。 

 

 

C．研究結果 
1．高齢がん患者支援における多面的課題 

医療ソーシャルワーカー、看護師、介護支援

専門員等への質的調査から、高齢がん患者

支援では、複数の社会的課題が重層的に存

在していることが明らかとなった。 

分析の結果、課題は主として以下の 6 カテ

ゴリーに整理された。 

（1）医療・介護の調整 

・必要な医療・介護サービスを本人が拒否

する 

・セルフネグレクトにより支援導入が困難

となる 

・身元保証人不在によりサービス利用が制

限される 

・本人と家族の意向対立 

・介護認定・区分変更手続きの困難 

（2）経済的問題・金銭管理 

・医療費・介護費の支払い困難 

・預金管理や生活費管理ができない 

・浪費、貴重品紛失 

・契約手続きが進められない 

・家賃・光熱費支払い困難 

（3）住まい・療養場所の問題 

・住環境と身体・認知機能が適合しない 

・医療処置に対応できる施設不足 

・認知症により緩和ケア病棟入院が困難 

・療養場所変更手続きが進められない 

（4）支援者・家族の問題 

・意思決定支援に関与する家族不在 

・家族間の意向対立 

・介護負担集中 

・成年後見制度利用の遅れ 

（5）死後の事務手続き 

・遺言問題 

・死後事務支援不足 

・遺骨・埋葬問題 

（6）認知機能低下による自己調整困難 

認知機能低下により、制度利用、金銭管理、

療養調整などを本人自身で行えないことが、

多くの問題の背景として存在していた。 

 

2．高齢がん患者・家族の療養体験 

患者・家族インタビューから、生活課題は以

下の 4領域に整理された。 

・住まい 

・経済 

・介護保険 

・家族支援負担 

認知機能低下や身体機能低下により、患者
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本人のみでは治療継続や生活維持が困難と

なっており、家族が介護者、生活管理者、制

度調整者、意思決定支援者として多重役割

を担っていた。 

また、患者本人の意思を尊重したい一方で、

家族が安全確保や治療継続との間で葛藤し

ている状況も認められた。 

 

3．全国データベース解析 

（1）終末期医療・介護利用の実態 

死亡前 30日以内の ICU入室は 4.9％、心肺

蘇生は 4.4％であった。オピオイド使用率は

49.8％、入院率は 87.8％であり、在宅療養

日数中央値は 7日間と短かった。 

死亡前 365 日間の医療・介護費は平均 453

万円であり、その約 20％が最終 30 日間に

集中していた。 

また、60％以上の患者が死亡前に要介護認

定を受けていなかった。 

（2）要介護認定と死亡までの期間 

診断後の要介護認定新規申請割合は、1年時

10％、3年時 18％、5年時 26％であった。 

要介護認定後の死亡累積発生割合は、3か月

16％、6か月 26％、12 か月 36％であり、介

護認定導入時には既に病状が進行している

患者が少なくないことが示唆された。 

（3）訪問看護利用 

医療保険による訪問看護利用が、介護保険

による訪問看護利用を上回っていた。これ

は、生活支援よりも医療管理目的の支援導

入が優先されている可能性を示していた。 

 

4．倫理的課題 

セルフネグレクトへの対応では、自己決定

尊重と安全確保の間で支援者が大きな葛藤

を抱えていた。 

検討の結果、「個人的自律」だけではなく、

関係者全体の責任や義務を含む「原理とし

ての自律（principled autonomy）」の視点

が、介入正当化の理論的基盤となる可能性

が示唆された。 

また、死後支援については、「死」を点では

なくプロセスとして捉え、生前から死後ま

でを連続した支援として構築する必要性が

示された。 

VSEDなど死期を早める要望についても、従

来の緩和ケアだけでは整理困難な倫理的課

題として認識された。 

5．国際的動向 

EU加盟国では、「忘れられる権利」により、

一定期間経過後のがん既往歴について金融

サービス等で申告不要とする制度が広がっ

ていた。 

この制度は、がんサバイバーを「永続的患

者」として扱わず、社会的差別から保護する

取り組みとして位置づけられていた。 

日本では現時点で法制化は行われていない

が、長期サバイバー増加を踏まえ、社会的包

摂を支える制度設計の検討が必要である。 

 

6．提言の検討 

本研究では、対応困難事例の背景に、「情報

不足」ではなく「情報活用構造の不備」が存

在することを明らかにした。 

すなわち、 

・役割分担が曖昧で情報を取得しない 

・確認方法が分からず聞けない 

・評価できず活用できない 

・多職種間で認識共有できない 

という問題が存在していた。 

そのため、診断時から社会的脆弱性を短時

間で確認し、多職種間で共有する必要性が

示された。 

 

提言： 

• 高齢がん患者の支援上の課題は、①

医療と介護の調整、②経済的問題・

金銭管理、③住まいと療養場所の調

整、④支援者、⑤死後の事務手続の

課題である 

• 高齢がん患者を支援する多職種連

携の課題は、「情報の活用構造」の問

題である 

• 情報を利活用できる簡便な構造を

作り、「連携を具体化する」ことが課

題解決に資する 
 

 

D．考察 
本研究により、高齢がん患者の治療・療養

生活における困難は、単なる医療提供上の問

題ではなく、認知機能低下、社会的孤立、経済

的脆弱性、家族支援不足、制度利用困難など

が複雑に絡み合った包括的課題であることが

明らかとなった。 

特に重要であったのは、これらの問題が「診



- 7 - 
 

断後に発覚する」構造である。現行のがん診

療では、社会的問題が治療開始後に顕在化し、

その結果、退院困難、治療継続困難、在宅移行

遅延、不適切な長期入院などが生じていた。 

高齢がん患者では、認知機能低下により自己

調整能力が低下している場合が多く、患者本

人だけで制度利用や療養調整を行うことが難

しい。その結果、家族が生活管理、介護、制度

調整、意思決定支援を同時に担う構造が生じ

ていた。これは、高齢がん診療において「患者

個人」ではなく、「患者－家族単位」で支援設

計を行う必要性を示唆している。 

また、全国データ解析では、介護保険利用や

要介護認定が病状進行後に導入される患者が

少なくないことが示された。特に、要介護認

定後 12 か月以内の死亡割合が高いことは、介

護支援導入が「予防的支援」ではなく「危機介

入」として行われている可能性を示している。 

本研究ではさらに、支援困難の背景には「情

報不足」ではなく、「情報活用構造」の問題が

存在することを指摘した。医療機関には診療

録、看護記録、退院支援記録、MSW 記録など多

くの情報が存在するが、それらが統合的に活

用されず、単なる転記作業に留まっている場

合が少なくない。 

そのため、本研究で構想した標準フォーマッ

トは、新たな評価尺度を作成するものではな

く、既存情報を整理・共有し、社会的脆弱性を

診断時から可視化する実装ツールとして位置

づけられる。 

倫理的検討では、セルフネグレクトや死後支

援、VSED など、従来の意思決定支援では十分

対応できない課題が浮き彫りとなった。特に、

本人意思尊重が重視される中で、介入をどの

ように正当化するかは重要な論点である。 

この点について、「原理としての自律

（principled autonomy）」は、本人のみの自

己決定ではなく、関係者全体が受け入れ可能

な原理に基づく支援を重視する概念として、

高齢がん患者支援における新たな理論的基盤

となる可能性がある。 

また、死後支援や埋葬支援の問題は、医療が

「生物学的な死」で終わるのではなく、生前

から死後までを含む連続的支援として再構成

される必要性を示している。 

国際比較研究では、EU 諸国の「忘れられる権

利」が、がんサバイバーの社会的包摂を支え

る制度として機能していることが確認された。

日本では依然として「がん既往歴」が社会的

制約につながる場合があり、今後、長期サバ

イバー増加を踏まえた制度的検討が必要であ

る。 

さらに、本研究成果は、がん診療連携拠点病

院における相談支援体制やがん患者指導管理

料算定場面へ実装可能である点でも重要であ

る。標準フォーマット、支援の手引き、研修プ

ログラムを組み合わせることで、多職種が診

断時から社会的脆弱性に気づき、支援導入に

つなげる体制整備が期待される。 

 

 

E．結論 
 本研究では、高齢がん患者の治療・療養生

活における多面的課題を、質的調査、全国デ

ータ解析、倫理的検討、国際比較研究を通じ

て包括的に明らかにした。 

高齢がん患者では、認知機能低下、社会的孤

立、経済的問題、住まいの問題、家族支援不足

などの社会的脆弱性が重複して存在しており、

これらが意思決定支援や療養生活維持を困難

にしていた。また、介護保険利用や支援導入

が病状進行後に開始される患者が少なくなく、

医療・介護・福祉連携の早期化が重要である

ことが示された。 

さらに、セルフネグレクト、死後支援、VSED な

ど、従来の医療・介護制度では十分対応され

ていない新たな倫理的課題が存在することが

明らかとなった。これらに対応するためには、

本人意思尊重のみではなく、関係性や支援責

任を含めた新たな支援原理の構築が必要であ

る。 

また、EU 諸国における「忘れられる権利」は、

がんサバイバーの社会的包摂を支える制度と

して重要な示唆を与えており、日本において

も長期サバイバー支援の制度的検討が求めら

れる。 

本研究で得られた知見を基盤として、提言を

まとめた。 

今後は、これらの成果を基に、がん診療連携

拠点病院等への実装を目指したプログラム開

発を進め、高齢がん患者の尊厳ある療養生活

を支える包括的支援体制を構築していくこと

が求められる。 

 

 

F．健康危険情報 
 特記すべきことなし。 
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